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	所属・職名
	兵庫教育大学・学校教育研究センター・教授

	研究課題
	イーラーニングによる学校に不適応な教員へのリカレント教育システムの

基礎研究
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兵庫教育大学・学校教育学部・教授
	イーラーニング(e-Learning)によるリカレント教育の理論的枠組みの設計、カリキュラム開発

イーラーニングのリカレント教育システムの設計、構築、改良

イーラーニング(e-Learning)によるリカレント教育の実践に伴う研修や学習成果の検討

	研究費の支出見込内訳（円）

	消耗品費
	旅　　費
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	その他
	合　　　計
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(千葉)
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(長野)

@43,420円×1人＝

         43,420円

打合せ旅費

(東京)
@49,280円×1人＝

　　　   49,280円
	資料整理調査整理
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         15,000円
	システム構築プログラミング

@10,000×25時間 ＝250,000円

報告書印刷
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       30,000円

	

	小計

　　　  290,000円
	小計

　　　　197,000円
	小計

15,000円
	小計

280,000円
	合計

    　　782,000円


１－２

	研究目的

	1) 基礎研究の理由

　文科省の調査によれば、2002年４-８月の５カ月間に、全国で187人の教員が学級運営や授業がうまくできない「指導力不足教員」に認定されたことが判明している。また、精神的な病気で昨年度に休職した公立学校の教員は約2,500人で、1997年度の調査開始以来最多を更新し、10年前の２倍以上に増えていることも判明している。

　以上のように多くの教員は、ストレスや自信喪失などにより、自己効力感が低下するという心身上の問題を抱えており、その対応が各教育委員会の大きな課題となっている。こうした現状にもかかわらず、教師教育は、学級崩壊や荒れた学校などで心身上の不適応症状を示す教員へのリカレント教育が、残念ながら展望されていない。東京都などもこうした学校不適応の教員に対する研修などを始めたところである。しかし、現状の一斉講義型の研修カリキュラムや方法では、研修の実効があがるには時間がかかるといわれている。

　学校不適応の教員は、自分の有能感や自尊感情の総体である自己効力感が低下しており、その回復は対面的なカウンセリングだけでは困難とされている。本来は指導の力量がある教員でありながら、側面からの心的支援のない状態を改善する必要がある。教員養成系の大学は、こうした教員へのリカレント教育の一環として遠隔による支援をする時期がきている。

2) 研究の背景
　「21世紀教育新生プラン」にそって、教育改革関連６法が成立し、「指導の不適切な教員へのより適切な対応」が打ち出された。自己効力感や自信を失い欠けている教員に対する対面的な研修は、教員に過大な心理的なプレッシャーを与えがちであることも指摘されている。これまでの教員のリカレントの研修は、自宅から教育研修所や教育センターへ通うという形態である。このような研修は、講義中心で実効をあげていない。いまや、ネットワークなどのICTを使った遠隔での研修というパラダイムを視野に入れるときがきている。ICTを活用した遠隔でのリカレントの教育は、いつでも、どこでも、自分のペースで、誰でも学べるというイーラーニング（e-Learning）の非対面でかつ非同期という特徴を有し、教師教育への新しい展開を示している。

　

3) 研究課題

　本研究は、以上のような学校教員が抱える不適応という深刻な課題を次の点から研究することである。

(1) e-Learningによるリカレント教育の諸外国や国内での実践に関する調査

(2) ネットワークを介した不適応教員に対する遠隔でのコミュニケーション改善方法の予備的システムの設計と試行
(3) e-Learningが特徴とする非同期、非対面の研修が不適応教員のリカレント教育に及ぼすプラスの効果の検討


１－３

	研究計画・方法

	　本研究では、多くの学校教員が抱える学級経営や指導における困難と、それから生じる不適応行動に対処するための支援はどうあるべきか、という課題と取り組む。具体的には次のような方法で研究を進める。

(1) e-Learningによるリカレント教育の諸外国や国内での実践に関する調査

　これまでの様々な教員研修の形態を多角的に検討する。とりわけ、講義型、一対一のカウンセリング、集団学習が、不適応を起こす教員の研修方法として適切かどうかを検討する。その上で、遠隔によるe-Learning方式の研修が、こうした教員のリカレント教育にふさわしいかどうか検討する。この際、教師としての自尊心や有能感の分析には、学習経過のポトフォリオによって質的分析方法を採用する。また、遠隔での教師教育や研修に関する調査は、特に教師教育を遠隔で実施し、すぐれた実績を上げている兵庫教育大学の海外との交流協定大学で実施する。こうしたリカレント教育の実践に伴う研修や学習成果の検討は、成田と長瀬が担当する。

(2) ネットワークでの不適応教員に対する遠隔でのコミュニケーション改善方法の予備的システムの試行

　従来の教員研修は、教員個人の頭の中への知識集積を主目的にしていた。そのため、学習形態は講義による知識注入であり、学習者はいきおい受け身にならざるを得なかった。本研究では、互いに遠隔にいて、不適応を示す教員同士は、協同的に知識を構築し、その学習効果を検討する多目的な遠隔によるリカレント教育システム上で研修する。このシステムは非同期型共有データベースで、不適応を示す教員間のコミュニケーションを促進するコミュニティの在り方を検討する際に使われる。さらに、教員同士の研修や学習では、共通のページや個人のページをリンクしたり参照しつつ、プロジェクトを通して心身上の課題を内省できるものとする。
　本システムは、次のような機能で構成されると予想される。

　　・リカレント学習教材と資源データベース

　　・リカレント学習相談室

　　・教員同士の相互会話室

　　・教員と支援ティーチャーとの会議室

　　・お知らせや掲示板

　　・電子メール
　本課題には、山城と筱が従事する。

(3) e-Learningが特徴とする非同期、非対面の研修が不適応教員のリカレント教育に及ぼすプラスの効果の検討

　不適応をおこしている教員のネットワークを使ったリカレント教育は、インターネットという新しいコミュニケーションの手段が持つ匿名性や非日常性、さらには非対面性などの特徴から人間の心のあり方を根本から変える可能性がある。教員のアイデンティティや役割演技がきわめて流動的であるが故に、不適応というレッテルを貼られがちな教員の人格に与える影響は強いことが考えられる。そこで本研究では、新しい人間関係の再構築や、同調や葛藤という心的行動の変容を詳しく分析することにより、遠隔によるリカレント教育システムの有効性を部分的に分析する。こうした作業は研究に参加する者全員が取り組む。
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